
検査日　： 年 月 　日

第 　号

　 　　　　年　　　月　　　日　 　　　　年　 　 月　　　 日

　　　　　　　　　　年　　　月　　　日　～　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　年　　　月　　　日　～　　　　　　年　　　月　　　日

円 　　　　 　　年　　　　月　　　　日　現在

円 　　計画　　　　　％　：　実績　　　　　％

　無　　・　　有　（　　　　　回）

　無　　・　　有　（　　　　　回） 　　　無　　　・　　　有

　低入札（該当・該当無）

検査概要一覧

検　査　内　容
完成　・　完済部分　・　中間技術　・　部分使用　・　既済部分　（　　　　年度精算）

工　事　番　号

工　事　名　称

受　　 注　　 者

現 場 代 理 人
主 任 技 術 者

監 理 技 術 者

契 約 年 月 日 工事完成届日

工　　　　　 　期

(変　更)　工　期

請負(変更)金額
出来形

設計(変更)金額

総 括 監 督 員
一 般 監 督 員

主 任 監 督 員

設  計  変  更 検　　 査　　 員

契　約  変  更 事　　　　　　 故

委託ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 総合評価（該当・該当無）

（　　設　　計　　変　　更　　内　　容　　）

（　　　　メ　　　　モ　　　　　）　

（　　　工　　　　事　　　　概　　　　要　　　）

※竣工検査以外の検査については、検査範囲（部位、工種等）を図面等で明示



書類検査一覧表1

工事名（ ）　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　建電機共通１

番号 様式 項目 要否 判定 記事

（契約関係・着工前書類）
1 契約関係書類 有 ・無

特定公契約に係るもの

（予定価格3億円以上の建設工事）

2 工事質疑書 有 ・無

（様式「43打合せ記録」で処理する内容を除く）

3 1 総合施工計画書 有 ・無
□仮設　□搬入路　□安全対策
□廃棄物 （現場内の保管、分別他）
□要求品質

4 2 総合仮設計画書 要・否 有 ・無 □指定仮設　□仮設設備

5 3 実施工程表等 有 ・無
□当初工程　□変更工程
□出来高管理図又は管理表

6 4 官公署届出書類一覧表 有 ・無

7 5 火災保険書等（写） 有 ・ 無 □原設計　□変更（工期・金額） □期間確認

8 6 特定住宅瑕疵担保責任保険証券 要・否 有 ・ 無

9 7 労災保険 有 ・ 無 □当初　□変更（工期延期）　□掲示状況

10 8 工事実績情報登録（５００万円以上） 要・否 有 ・ 無 □受注　□変更　□完成時　　　(各１０日以内)

11 9 要・否 有 ・ 無

12 10 施工計画書現場組織表 有 ・ 無 □様式１

13 11 有 ・ 無

（施工時書類） 書類検査一覧表２（別紙）　参照

（完成時書類）
1 46 保全に関する資料 要・否 有 ・ 無

2 47 発生材等引渡書 要・否 有 ・ 無

3 48 創意工夫

4 49 社会性等

5 50 工事特性

6 完成写真 有 ・ 無 □ネガ・焼付写真　□電子納品

7 完成図 有 ・ 無 □原図　□製本　□電子納品

（表示・掲示）
1 現場表示板 有 ・ 無

施工体系図・施工体制台帳
             （下請けがある場合）

□施工体制台帳提出　□施工体系図整備
□下請契約台帳　□再下請契約台帳
□下請契約書　□掲示状況

確認

□現場説明書　□質問回答書
□契約書      　□請負代金内訳書
□工事工程表
□通知書 （□現場代理人　□監理技術者
             　□監督員      　□工事監理者）
                                  (以上はすべて写し）

□建退共収納書

□履行責任者の選任・報告
□特定下請業者等への明示
□特定労働者への明示
□定期の支払賃金等の報告

□建基法　□消防法　□労働安全衛生法
□電気事業法　□騒音規制法　□産廃法
□建設ﾘｻｲｸﾙ法　□耐震改修促進法
□上下水道法　□水質汚濁防止法
□浄化槽法　□ｶﾞｽ事業法
□液化石油ｶﾞｽ法　□高圧ｶﾞｽ法

特定建設資材再資源化・産業廃
棄物処理等に関する計画

□再生資源利用（促進）計画書
□委託契約書　□その他（許可証の写し）

□建物説明書　□機器取説　□試験成績書
□届け出書類　□機器一覧表・連絡先
□保証書　□資格一覧表　□その他

□調書作成
□発生材　□PCB機器　□予備品　□その他

□現場表示板　□建設業の許可票
□施工体系図　□再下請通知
□建築基準法による確認済　□労災成立
□建退協　□道路使用許可証
□道路占用許可証  □その他



 書類検査一覧表2

工事名（ ）　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　建電機共通2

番号 様式 項目 要否 判定 記事

（施工時書類）
1 12 工種別施工計画書 有 ・無

2 13 施工図 要・否 有 ・無 □工種別　□系統図　□配置図　□各種詳細図

3 14 製作、加工、承諾図 要・否 有 ・無 □建具　□盤　□ポンプ　□その他

4 15 材料(機器)使用届 有 ・ 無 □カタログ・証明書等 □試験成績書･合格書

□評価書(写）　□グリーン購入調達　□見本

5 16 材料(機器)搬入・検査報告書 有 ・ 無 □材料品質証明　□納品伝票(写）　□過積載

6 17 試験・調査計画書 要・否 有 ・ 無 □化学物質　□六価クロム等　□その他

7 18 試験・調査報告書 要・否 有 ・無 □化学物質　□六価クロム等　□その他

8 19 施工調査報告書 要・否 有 ・無 □外壁　□石綿建材　□その他

9 20 作業主任者 要・否 有 ・無 □資格証(写)

10 21 施工管理技術者 要・否 有 ・無 □資格又は能力等証明資料

11 22 電気保安技術者 要・否 有 ・ 無 □資格証(写)

12 23 技能士 要・否 有 ・ 無 □資格証(写)

13 24 技能資格者 要・否 有 ・ 無 □資格証(写)

14 25 コンクリート打設計画書届 要・否 有 ・無 □生コン工場JIS

15 26 コンクリートの強度管理記録 要・否 有 ・無

16 27 コンクリート圧送工事の施工報告 要・否 有 ・無 □ポンプ車全景　□資格証　□落下防止装置

17 28 建設発生土処理報告 要・否 有 ・無 □契約　□処理先　□過積載

18 29 要・否 有 ・無
□契約書(写）　□許可証(写）
（計画と変更が無い場合、その旨を記載した上で添付省略可）

□車両に表示（写真共）

□再生資源利用（促進）実施書（データも可）
□過積載　□発生材の処理等（D・E票を含む）

19 30 交通誘導員配置報告 要・否 有 ・無 □集計表　□配置記録確認

20 31 建設業退職金共済制度の実施 要・否 有 ・無

21 32 建設工事公衆災害防止対策 要・否 有 ・無 □安全計画書　□事後評価書

22 33 環境対策実施報告 要・否 有 ・無 □納品伝票（写)等　□証明書(写）

23 34 奈良県地域認証材・県産木材 要・否 有 ・無 □証明書　対象は木材

24 35 指示・承諾書 要・否 有 ・無 □打合せ記録　□施工計画　□変更調書

25 36 施工報告書（自主検査） 有 ・無 □段階確認　□工事記録の整備　□安全記録

26 37 検査記録表（工事監理者検査用） 有 ・無 □記録表　□写真

27 38 検査記録表（監督員検査用） 有 ・無 □記録表　□写真

28 39 検査記録表（検査員検査用） 有 ・無 □記録表　□写真

29 40 工事報告書 要・否 有 ・無 □毎月提出　□実施工程表と整合 □写真

30 41 週間工程表 有 ・無 □実施工程表と整合

31 42 月間工程表 有 ・無 □実施工程表と整合

32 43 打合せ記録 有 ・無 □現場変更調書　増減調書　□設計図書整合確認

33 44 長期休暇届 要・否 有 ・無

34 45 支給品・貸与品 要・否 有 ・ 無 □受領書

35 工事写真 有 ・無 □工事記録写真整備　□不可視部分確認

□施工立会　□自社写真管理基準　□確実性

36 納品伝票（写し） 要・否 有 ・無

38 工事日誌 有 ・無 □日誌　□新規入場　□KY　□その他

39 事故報告書 要・否 有 ・無

40 ワンデイレスポンスアンケート用紙 要・否 有 ・無

確認

□作業分担・責任明確化
□所定の項目が記載
□実際の現場状況反映　□施工と一致
□工事着手前に提出している

特定建設資材再資源化・産業廃
棄物処理等に関する報告

□掛金収納書　□証紙購入（原設計・変更）
□建退共証紙の配付（受払簿）　□掲示



　②書類確認一覧表3

工事名（ ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下水Ｐ1

番号 分類 様式 項目 (根拠) 判定 記事

1 契約関係書類 有 ・無
□現場説明書　□質問回答書
□契約書（写）

特定公契約に係るもの
（予定価格3億円以上の建設工事）

□履行責任者の選任・報告
□特定下請業者等への明示
□特定労働者への明示
□定期の支払賃金等の報告

2 3 工程表 契3条 有 ・ 無 □契約締結後１４日以内に提出

現場代理人 契10条 有 ・無 □通知書　□経歴書

主任（監理）技術者 建設業法

4 8 工事実績情報登録(500万円以上) 1.1.5 有 ・ 無
□受注　□変更(各１０日以内)　※竣工時は竣工検
査後

(500万円～2500万円は受注・訂正時のみ）

5 請負代金内訳書 契3条 有 ・ 無 □契約締結後１４日以内に提出　

6 契約保証等（写） 契4、34条 有 ・ 無 □契約保証、前払保証

7 5 火災保険書等（写） 契53条 有 ・ 無 □原設計　□変更（工期・金額）

8 第3号 監督員通知 契9条 有 ・無 ―

9 参-1 工場検査員任命通知 要 有 ・ 無 ―

10
9
10

施工体制台帳（写）
建設業法
契10条
1.1.10

有 ・ 無
□施工体制台帳(写)　□施工体系図整備
□建設業許可(写)　□請負契約、基本契約、
請書等(写)　□主任技術者等　□掲示状況

11 7 労災保険等 1.1.42 有 ・ 無 □当初　□変更（工期延期）　□掲示状況

12 31 建設業退職金共済制度 1.1.41 有 ・ 無
□掛金収納書（契約後1ヶ月以内）
□証紙購入（原設計・変更）
□建退共証紙の配布（受払簿）　□ステッカー

13 現場標示板 1.1.24 有 ・無

□現場標示板　□建設業許可票
□施工体系図　□再下請通知
□労災成立　□建設リサイクル通知
□建退共済制度適用
□道路使用許可証　□道路占用許可証
□その他

14 安全に関するもの 現  1.1.27 有 ・ 無 □新規入場者教育　□店社ﾊﾟﾄ　□仮設点検

15 P02 機器使用届 要 有 ・無 □契約後30日以内

16 P01 総合施工計画書(機器製作計画書) 要　1.1.4 有 ・無 □契約後30日以内

17 P03 総合施工計画書(現場工事施工計画書) 要　1.1.4 有 ・無 □現場着工30日前

18 P11 電気保安技術者 現      要 有 ・ 無 □資格証

19 47 発生材の引き渡し 特　1.1.17 有 ・ 無 □調書作成

20 45 支給品・貸与品 契15条 1.1.16 有 ・ 無

21 11 特定建設資材再資源化に関する計画 要 有 ・無
□現場着工30日前　□再生資源（促進）計画
□許可証（写）

22 11 産業廃棄物処理等に関する計画 要 有 ・無 □再生資源（促進）計画　□許可証（写）

23 12 （各工種）工事施工計画書 1.1.4 有 ・無

□作業分担・責任明確化　□実際の現場状況
反映　□施工と一致　□必要有資格者の資格
証（写）
□工事着手前に提出(工事着工14日前)

24 25 コンクリート打設計画書届 建6章 有 ・無 □生コン工場JIS　□○適　

25 15 材料使用届 1.4.1,1.4.2 有 ・ 無
□カタログ・証明書等
□評価書(写)　□グリーン購入調達

26 4 官公署届出書類一覧表 1.1.36 有 ・無 □計画通知・消防検査　検査済証　□その他

27 機器 P06 機器製作承諾図 要 2.1.2 有 ・無 □機器製作30日前

28 施工 P07 現場施工承諾図 要 2.1.2 有 ・無 □現場着工14日前

29 P10 工場立会検査予定書 要 有 ・無

30 36 工場検査成績書 要 有 ・無 □製造者自主検査・社内検査　□立会検査

31 P08 保管承諾書 要 有 ・無 □保管状況写真　□出荷前チェックリスト等

※(根拠)：　 契＊条は工事請負契約書、　*.*.*(太字)は流域下水道センター機械・電気共通仕様書、　現は現場説明書

特は特記仕様書、＊.＊.＊は公共建築工事標準仕様書 要は流域下水道センター機械・電気設備要領集

□配置予定技術者　□経歴書（資格）
□直接的かつ恒常的な雇用関係　□監理技
術者資格者証（常時携帯）　□監理技術者講
習修了書

現場代理人及び主任（監理）技術者
選任届

施
工
計
画
関
係

工
場
検
査

確認

3 契
約
関
係

施
工
体
制
台
帳
関
係



　②書類確認一覧表4
工事名（ ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下水Ｐ2

番号 分類 様式 項目 (根拠) 判定 記事

32 実施工程表等 1.2.1 有 ・無 □修正工程　□出来高管理図又は管理表

33 P04 工事工程表（計画） 1.2.1 有 ・無

34 41 週間工程表 1.2.1 有 ・無 □実施工程表と整合

35 40 工事報告書 契11条 有 ・ 無 □毎月提出　□実施工程表と整合　□写真

36 40-1 工事施工記録書 1.1.25 有 ・ 無 □現場着工時より

37 P04 工事工程表（実施） 1.2.1 有 ・無 □計画工程表と整合

38 P09 工場製作状況報告書 1.1.25 有 ・無

39 P05 休日・時間外作業届 1.1.37 有 ・無

40 44 長期休暇届 要 有 ・無 □ＧＷ、盆、年末年始等

工場製作写真(完成写真含む) 契14条 □工事記録写真整備　□不可視部分確認

工事写真(完成写真含む) 1.1.24 □施工立会　□自社写真管理基準

42 19 施工調査報告書 特、要 有 ・無 □対象物に関する調査報告　□写真

43 検査一覧表
1.1.18、
1.4.4, 1.5.3 有 ・無 □施工検査、材料搬入検査、各検査等

44 38 検査記録表（監督員検査用） 1.1.18 有 ・無 □記録表　□写真　※施工、材料搬入、中間、出来形等

45 39 検査記録表（検査員検査用） 1.1.21 有 ・無 □記録表　□写真　※中間、出来形等

46 16 材料(機器)搬入・検査報告書 1.4.4 有 ・ 無 □材料品質証明的確　□納品伝票(写）

47 36 施工報告書
1.1.25
1.5.3 有 ・無 □段階確認　□工事記録の整備

48
26
27

コンクリートに関する報告 建6章 有 ・無
□強度管理記録
□圧送工事の施工報告（□ポンプ車全景　□資格
証　□落下防止装置）

49 28 建設発生土処理報告 □契約　□処理先

50 29
特定建設資材再資源化・産業廃
棄物処理等に関する報告

1.1.19
要 有 ・無

□契約書(写）　□許可証(写）　□車両に表示
□マニフェスト（D,E)票　□計量票

51
再生資源利用[促進]計画書・実
施書

1.1.19 有 ・無
□計画書作成　□実施書作成
□リサイクルへの取り組み

52 社内検査 1.1.24 有 ・ 無 □社内管理基準  □記録表　□写真

53 試験成績書
PM　2.1.6
PE　2.1.4 有 ・無 □施工時　□完了時

54 P14 打合せ記録
契18条
1.1.3
1.2.4

有 ・無
□現場変更調書　増減調書
□契約書１８条第１項第１号から５号に基づく設計図書の照査

55 機重 主要機器重量一覧表 有 ・無 □写真

1.1.31 □納品伝票(写）等　□証明書(写)
現 □低騒音型機械・排ガス対策型機械

57 建設資材使用報告書 現 有 ・無 □使用報告書　□県内産を使用しない理由書

60 4 官公署届出書類 1.1.3 有 ・無 □管理引継を要する副本（原本）

61 各保証書 有 ・無

62 付属品・予備品引渡 有 ・無 □引渡書等(一覧表)

63 30 交通誘導警備員配置報告書 要 有 ・無

64 P12 技術提案履行計画書 要 有 ・無 □契約後30日以内

65 P13 技術提案履行報告書 要 有 ・無 □技術提案報告書　□一覧表　□写真

66 低入札調査報告書 有 ・無 □低入札調査報告書

67 完成 完成図書 1.1.21
要 有 ・ 無 □原図　□製本　□電子納品

68 35 指示・承諾書 契9条 有 ・無

65 適宜 承諾一覧表 有 ・無 ― (監督員整理用)

70 事故報告書 契28条､
1.1.30 有 ・無

71 自主検査記録 1.1.24 有 ・無 □記録表　□写真

72 32 建設工事公衆災害防止対策要綱 現 有 ・無 □安全計画書　□事後評価書

73
48
49
50

工事特性･創意工夫･社会性等
に関する実施状況

工事成績評定 有 ・無
□「高度技術」　□「創意工夫」
□「社会性等」

特 有 ・無 □アスベスト等報告書

現 有 ・ 無 □ワンデーレスポンスアンケート等

特 有 ・ 無 □イメージアップモデル事業

□CALS適用　□海外資材

※(根拠)： 契＊条は工事請負契約書、　*.*.*(太字)は流域下水道センター機械・電気共通仕様書、　現は現場説明

特は特記仕様書、*.*.*は公共建築工事標準仕様書 要は流域下水道センター機械・電気設備要領集

環境対策実施報告書

工
事
管
理
関
係

写
真

品
質
管
理
関
係

その他74

確認

・

無56

そ
の
他
書
類

41 有 無

有 ・

技
術
提
案
・

低
入
札

33



（
別

紙
４

）

　
○

○
○

○
○

○
（
部

署
名

を
記

入
）

令
和

　
　

年
　

　
月

　
　

日
～

令
和

　
　

年
　

　
月

　
　

日
　

○
○

　
○

○
（
担

当
者

名
を

記
入

）

①
「
施

工
プ

ロ
セ

ス
」
チ

ェ
ッ

ク
リ

ス
ト

は
、

標
準

仕
様

書
、

契
約

書
等

に
基

づ
き

、
施

工
に

必
要

な
プ

ロ
セ

ス
が

適
切

に
管

理
さ

れ
て

い
る

か
を

監
督

員
が

確
認

す
る

。

②
チ

ェ
ッ

ク
欄

に
は

書
類

も
し

く
は

現
場

等
で

確
認

し
た

月
日

を
、

そ
の

内
容

が
適

切
で

あ
れ

ば
□

に
レ

マ
ー

ク
を

記
入

す
る

。
(必

要
に

応
じ

て
指

示
事

項
等

を
記

入
し

て
も

よ
い

。
)備

考
欄

に
は

指
示

事
項

、
是

正
状

況
、

取
り

組
み

状
況

等
を

記
入

す
る

。

③
確

認
項

目
に

つ
い

て
チ

ェ
ク

し
た

内
容

は
、

工
事

成
績

評
定

（
該

当
す

る
評

価
対

象
項

目
）
に

も
れ

な
く
反

映
す

る
。

確
認

項
目

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト
一

覧
表

（
チ

ェ
ッ

ク
の

目
安

）
着

手
前

完
成

時
備

考

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□
□

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□

（
　

／
　

）
□

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□

「
施

工
プ

ロ
セ

ス
」
チ

ェ
ッ

ク
リ

ス
ト

１
．

工
事

名

２
．

工
　

　
期

３
．

受
注

者

考 査 項 目

細 別

チ
ェ

ッ
ク

欄
　

　
　

　
（
指

示
事

項
等

）

施
　

工
　

中

１ 施 工 体 制

Ⅰ 施 工 体 制 一 般

○
品

質
・
安

全
管

理
体

制
・
品

質
及

び
安

全
計

画
に

見
合

う
管

理
体

制
が

確
立

さ
れ

て
い

る
。

（
施

工
計

画
書

提
出

時
）

○
建

設
業

退
職

金
共

済
制

度
・
掛

金
収

納
書

の
写

し
を

契
約

締
結

後
１

ヶ
月

以
内

に
提

出
し

た
。

（
契

約
後

、
増

額
変

更
後

）

・
建

設
業

退
職

金
共

済
証

紙
の

配
布

を
受

け
払

い
簿

等
に

よ
り

適
切

に
管

理
し

て
い

る
。

（
施

工
中

適
宜

）

・
元

請
負

人
が

そ
の

下
請

工
事

の
施

工
に

実
質

的
に

関
与

し
て

い
る

。
（
下

請
工

事
が

あ
る

全
て

の
工

事
に

適
用

す
る

。
）

（
施

工
時

の
当

初
、

変
更

時
）

・
「
建

設
業

退
職

金
共

済
制

度
適

用
事

業
主

工
事

現
場

」
の

標
識

を
現

場
に

掲
示

し
て

い
る

。
（
施

工
中

１
回

程
度

）

○
請

負
代

金
内

訳
書

・
請

負
代

金
内

訳
書

を
契

約
締

結
後

１
４

日
以

内
に

提
出

し
た

。
（
契

約
後

）

○
労

働
保

険
関

係
成

立
票

・
労

災
保

険
関

係
成

立
票

を
工

事
現

場
の

見
や

す
い

場
所

に
掲

示
し

て
い

る
。

（
施

工
中

１
回

程
度

）

○
建

設
業

許
可

標
識

・
建

設
業

法
に

定
め

ら
れ

た
標

識
を

正
し

く
記

載
し

、
公

衆
の

見
や

す
い

場
所

に
設

置
し

て
い

る
。

（
全

て
の

下
請

業
者

を
含

む
。

）
（
施

工
中

１
回

程
度

）

○
施

工
体

制
台

帳
、

施
工

体
系

図
ま

た
は

作
業

分
担

に
関

す
る

資
料

・
施

工
体

制
台

帳
及

び
施

工
体

系
図

を
現

場
に

備
え

付
け

、
か

つ
、

同
一

の
も

の
を

提
出

し
た

（
施

工
時

の
当

初
、

変
更

時
）

・
施

工
体

制
台

帳
に

下
請

負
契

約
書

等
（
写

）
（
再

下
請

業
者

を
含

む
。

）
を

添
付

し
て

い
る

。
（
施

工
時

の
当

初
、

変
更

時
）

・
施

工
体

系
図

を
現

場
の

工
事

関
係

者
及

び
公

衆
の

見
や

す
い

場
所

に
掲

げ
て

い
る

。
ま

た
、

工
事

関
係

者
の

見
や

す
い

場
所

に
「
再

下
請

通
知

す
る

旨
」

の
掲

示
を

行
っ

て
い

る
。

（
施

工
時

の
当

初
、

変
更

時
）

・
施

工
体

系
図

に
記

載
さ

れ
て

い
る

業
者

の
み

が
作

業
し

て
い

る
。

（
施

工
時

　
１

回
／

月
程

度
）

施
プ

 1
H

3
1
.1



確
認

項
目

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト
一

覧
表

（
チ

ェ
ッ

ク
の

目
安

）
着

手
前

完
成

時
備

考

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□
□

□

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□

（
　

／
　

）

□

（
　

／
　

）

□

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□
□

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□

○
設

計
図

書
の

照
査

　
等

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□
□

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□
□

○
施

工
計

画
書

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□
□

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□

・
工

事
実

績
情

報
登

録
に

お
い

て
重

複
が

無
く
、

現
場

に
専

任
し

て
い

る
。

（
専

任
義

務
は

建
築

一
式

工
事

7
,0

0
0
万

円
以

上
、

そ
の

他
工

事
3
,5

0
0
万

円
以

上
）

(施
工

中
　

１
回

／
月

程
度

)

「
施

工
プ

ロ
セ

ス
」
チ

ェ
ッ

ク
リ

ス
ト

考 査 項 目

細 別

チ
ェ

ッ
ク

欄
　

　
　

　
（
指

示
事

項
等

）

施
　

工
　

中

1 施 工 体 制

Ⅱ 配 置 技 術 者 ／ 現 場 代 理 人 ／ 監 理 技 術 者 ／ 主 任 技 術 者

○
工

事
実

績
情

報
・
事

前
に

監
督

員
の

確
認

を
受

け
、

契
約

締
結

後
等

の
1
0
日

以
内

(祝
日

を
除

く
。

)に
登

録
機

関
に

申
請

し
、

登
録

さ
れ

る
こ

と
を

証
明

す
る

資
料

を
、

監
督

員
に

提
出

し
た

。
（
契

約
後

、
変

更
後

、
完

成
時

）

○
現

場
代

理
人

・
現

場
に

常
駐

し
て

い
る

。
(施

工
中

　
１

回
／

月
程

度
)

・
監

督
員

へ
の

通
知

、
報

告
、

申
出

等
を

書
面

で
行

っ
て

い
る

。
（
施

工
中

適
宜

）

○
監

理
技

術
者

（
主

任
技

術
者

）
の

専
任

制
等

・
技

術
者

と
し

て
の

要
件

が
資

格
者

証
等

に
よ

り
確

認
で

き
た

。
（
着

手
前

）

・
配

置
予

定
技

術
者

ま
た

は
現

場
代

理
人

等
通

知
書

等
に

記
載

さ
れ

て
い

る
技

術
者

が
本

人
と

同
一

で
あ

っ
た

。
（
着

手
前

）

・
記

載
内

容
と

現
場

施
工

方
法

が
一

致
し

て
い

る
。

（
施

工
中

適
宜

）

・
施

工
計

画
や

工
事

に
係

る
工

程
、

技
術

的
事

項
を

把
握

し
、

主
体

的
に

係
わ

っ
て

い
た

。
(施

工
中

、
打

合
せ

時
)

○
専

門
技

術
者

の
　

配
置

・
専

門
技

術
者

を
選

任
し

、
配

置
し

て
い

る
。

（
施

工
計

画
時

、
施

工
中

適
宜

）

○
作

業
主

任
者

の
　

選
任

・
作

業
主

任
者

を
選

任
し

、
配

置
し

て
い

る
。

（
施

工
計

画
時

、
施

工
中

適
宜

）

○
下

請
負

者
の

把
握

・
県

の
指

名
停

止
期

間
中

で
な

い
。

（
施

工
中

適
宜

）

2 施 工 状 況

Ⅰ 施 工 管 理

・
契

約
書

第
1
8
条

第
１

条
第

１
号

か
ら

第
５

号
に

係
わ

る
設

計
図

書
の

照
査

を
行

っ
て

い
る

。
（
着

手
前

、
施

工
中

適
宜

）

・
現

場
と

の
相

違
事

実
が

あ
る

場
合

、
そ

の
事

実
が

確
認

で
き

る
資

料
を

書
面

に
よ

り
提

出
し

て
確

認
を

受
け

た
。

（
着

手
前

、
施

工
中

適
宜

）

・
施

工
に

先
立

ち
、

設
計

図
書

等
の

内
容

を
反

映
し

た
も

の
を

提
出

し
た

。
（
着

手
前

、
変

更
時

）

施
プ

 2
H

3
1
.1



確
認

項
目

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト
一

覧
表

（
チ

ェ
ッ

ク
の

目
安

）
着

手
前

完
成

時

備
考

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□
□

○
工

程
管

理
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□
□

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□
□

○
安

全
活

動
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□

○
仮

設
備

点
検

等
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□

○
関

係
機

関
等

（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）
（
　

／
　

）

□
□

□
□

□
□

□
□

２ 施 工 状 況

Ⅰ 施 工 管 理

○
施

工
管

理
・
建

築
材

料
、

機
材

の
管

理
・
建

築
材

料
、

機
材

に
関

す
る

資
料

の
整

理
及

び
確

認
が

な
さ

れ
て

い
る

。
 （

施
工

中
適

宜
）

・
出

来
形

、
品

質
管

理

「
施

工
プ

ロ
セ

ス
」
チ

ェ
ッ

ク
リ

ス
ト

考 査 項 目

細 別

チ
ェ

ッ
ク

欄
　

　
　

　
（
指

示
事

項
等

）

施
　

工
　

中

・
日

常
の

出
来

形
、

品
質

管
理

が
適

時
、

的
確

に
行

わ
れ

て
い

る
。

（
施

工
中

適
宜

）

○
建

設
副

産
物

及
び

建
設

廃
棄

物
・
受

注
者

は
、

産
業

廃
棄

物
管

理
票

（
マ

ニ
フ

ェ
ス

ト
）
に

よ
り

適
正

に
処

理
さ

れ
て

い
る

こ
と

を
確

認
し

、
監

督
員

に
提

示
し

た
。

（
施

工
中

適
宜

）

・
再

生
資

源
利

用
計

画
書

及
び

再
生

資
源

利
用

促
進

計
画

書
を

所
定

の
様

式
に

基
づ

き
作

成
し

、
監

督
員

に
提

出
し

た
。

（
施

工
中

適
宜

）

Ⅱ 工 程 管 理

・
施

工
前

に
各

種
工

程
表

を
提

出
し

て
い

る
。

（
着

手
前

、
施

工
中

適
宜

）

・
工

程
の

把
握

に
努

め
、

必
要

に
応

じ
、

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
を

行
っ

て
い

る
。

（
施

工
中

適
宜

）

Ⅲ 安 全 対 策

・
安

全
活

動
を

実
施

し
、

記
録

が
あ

る
。

（
必

要
に

応
じ

、
以

下
の

内
容

を
チ

ェ
ッ

ク
す

る
。

)
①

災
害

防
止

協
議

会
等

（
施

工
中

適
宜

）
②

店
社

パ
ト

ロ
ー

ル
（
施

工
中

１
回

／
月

程
度

）
③

安
全

教
育

、
訓

練
等

（
施

工
中

適
宜

）
④

安
全

巡
視

、
T
B

M
、

K
Y
等

（
施

工
中

適
宜

）
⑤

新
規

入
場

者
教

育
（
施

工
中

適
宜

）

・
仮

設
備

点
検

等
を

実
施

し
、

記
録

が
あ

る
。

（
必

要
に

応
じ

、
下

記
の

内
容

を
チ

ェ
ッ

ク
す

る
。

)
①

過
積

載
防

止
対

策
（
施

工
中

適
宜

）
②

機
械

・
車

両
等

点
検

整
備

等
（
施

工
中

１
回

／
月

程
度

）
③

重
機

操
作

時
安

全
点

検
記

録
等

（
施

工
中

適
宜

）
④

山
留

め
、

仮
締

切
等

の
点

検
及

び
管

理
記

録
　

（
施

工
中

適
宜

）
⑤

足
場

、
支

保
工

の
組

立
完

了
時

・
使

用
中

の
点

検
及

び
管

理
記

録
（
施

工
中

適
宜

）

Ⅳ 対 外 関 係

・
関

係
機

関
等

と
の

調
整

等
を

実
施

し
、

記
録

が
あ

る
。

（
必

要
に

応
じ

、
下

記
の

内
容

を
チ

ェ
ッ

ク
す

る
。

)
①

関
係

官
署

（
施

工
中

適
宜

）
②

近
隣

住
民

・
入

居
官

署
等

  
 （

施
工

中
適

宜
）

③
関

連
工

事
等

（
施

工
中

適
宜

）

施
プ
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様式－８(1)
《参　考》 年月日：

自

至

大臣　特定
第 号 年　　月　　日　

施工体制台帳　様式例-1

施　工　体　制　台　帳

[ 会 社 名 ]

[事業所名]

工事業 知事　一般

工　期
年　　月　　日　

契約日 年　　　月　　　日　
年　　月　　日　

号 年　　月　　日　
工事業 知事　一般

工事名称
及　び
工事内容

大臣　特定
第

建設業の
許　可

許可業種 許可番号

発注者名
及　び
住　所

〒

許可（更新）年月日

加入　　未加入
適用除外

事業所
整理記号

等

区　分

契　約
営業所

区分 名　　　称 住　　　所

元請契約

下請契約

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

元請契約

監督員名
権限及び意見
申出方法

現　場
代理人名

権限及び意見
申出方法

下請契約

発注者の
監督員名

権限及び意見
申出方法

健康保険
等の加入

状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

監理技術者名
主任技術者名

専任
非専任

資格内容

専　門
技術者名

専　門
技術者名

資格内容 資格内容

担　当
工事内容

担　当
工事内容

有　　無
外国人技能実習生の
従事の状況（有無）有　　無

外国人建設就労者の
従事の状況（有無）有　　無

一号特定技能外国人の
従事の状況（有無）



（記入要領）
1

2
3

4
①

②

③

④

⑤

5

6

7

8

上記の記載事項が発注者との請負契約書や下請負契約書に記載ある場合は、その写しを添付するこ
とにより記載を省略することができる。

監理技術者又は主任技術者の配置状況について「専任・非専任」のいずれかに○印を付けること。

次の①～③の書類を添付すること。（建設業法施行規則第１４条の２第２項）
①発注者と作成建設業者の請負契約及び作成建設業者と下請負人の下請契約に係る当初契約及
　び変更契約の契約書面の写し
②主任技術者又は監理技術者が主任技術者資格又は監理技術者資格を有する事を証する書面及
　び当該主任技術者又は監理技術者が作成建設業者に雇用期間を特に限定することなく雇用さ
　れている者であることを証する書面又はこれらの写し
③専門技術者をおく場合は、その者が主任技術者資格を有することを証する書面及びその者が
　作成建設業者に雇用期間を特に限定することなく雇用されている者であることを証する書面
　又はこれらの写し

雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合
は、本店の労働保険番号を記載すること。

外国人建設就労者の従事の状況について
出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の五の表の上欄の在留資格
を決定された者であって、国土交通大臣が定めるもの（以下「外国人建設就労者」という。）が建
設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

外国人技能実習生の従事の状況について
出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の技能実習の在留
資格を決定された者（以下「外国人技能実習生」という。）が当該建設工事に従事する場合は
「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工する
ために必要な主任技術者を記載する。(監理技術者が専門技術者としての資格を有する場合は専門
技術者を兼ねることができる。)

健康保険等の加入状況の記入要領は次の通り。
各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場
合（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未
加入」に○印を付けること。元請契約又は下請契約に係る全ての営業所で各保険の適用が除外
される場合は「適用除外」に○を付けること。

元請契約欄には元請契約に係る営業所について、下請契約欄には下請契約に係る営業所につい
て記載すること。なお、元請契約に係る営業所と下請契約に係る営業所が同一の場合には、下
請契約の欄に「同上」と記載すること。

健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載
すること。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載する
こと。

厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に係
る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。

一号特定技能外国人の従事の状況について
一号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二
の表の特定技能一号の在留資格を決定された者。）が当該建設工事に従事する場合は「有」、従事
する予定がない場合は「無」を○で囲むこと。



様式－８(2)
《参　考》

<<下請負人に関する事項>>

－ － )

自

至

住　　所
電話番号

〒

（TEL

施工体制台帳　様式例-2

会社名 代表者名

工事名称
及び

工事内容

工　期
年　　月　　日　

契約日 年　　　月　　　日　
年　　月　　日　

大臣　特定
第 号 年　　月　　日　

雇用保険

加入　　未加入
適用除外

工事業 知事　一般

大臣　特定
第 号

建設業の
許　可

施工に必要な許可業種 許可番号 許可（更新）年月日

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

年　　月　　日　
工事業 知事　一般

健康保険
等の加入

状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険

資 格 内 容 ※専門技術者名

現場代理人名 安全衛生責任者名

権限及び
意見申出方法

事業所
整理記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

安全衛生推進者名

※主任技術者名
専　任
非専任

雇用管理責任者名

資 格 内 容

担当工事内容

一号特定技能外国人の
従事の状況（有無） 有　　無

外国人建設就労者の
従事の状況（有無） 有　　無

外国人技能実習生の
従事の状況（有無） 有　　無



※［健康保険等の加入状況の記入要領］
1

2

3

4

5

※［一号特定技能外国人の従事の状況の記入要領］

※［外国人建設就労者の従事の状況の記入要領］

※［外国人技能実習生の従事の状況の記入要領］

雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合
は、本店の労働保険番号を記載すること。

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の五の表の上欄の在留
資格を決定された者であって、国土交通大臣が定めるもの（以下「外国人建設就労者」とい
う。）が建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付ける

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の技能実習の
在留資格を決定された者（以下「外国人技能実習生」という。）が当該建設工事に従事する場
合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

※ [主任技術者、専門技術者の記入要領]
1  　 主任技術者の配置状況について[専任・
    非専任]のいづれかに○印を付すること。
2    専門技術者には、土木・建築一式工事を施
    工の場合等でその工事に含まれる専門工事
    を施工するために必要な主任技術者を記載
    する。(一式工事の主任技術者が専門工事の
    主任技術者としての資格を有する場合は専
    門技術者を兼ねることができる。)
      複数の専門工事を施工するために複数の
    専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて
    全員を記載する。

3   主任技術者の資格内容(該当するものを選んで
    記入する)
    (1)経験年数による場合
      1)大学卒[指定学科]  3年以上の実務経験
      2)高校卒[指定学科]  5年以上の実務経験
      3)その他           10年以上の実務経験
    (2)資格等による場合
      1)建設業法「技術検定」
      2)建築士法「建築士試験」
      3)技術士法「技術士試験」
      4)電気工事士法「電気工事士試験」
      5)電気事業法「電気主任技術者国家試験等」
      6)消防法「消防設備士試験」
      7)職業能力開発促進法「技能検定」

下請契約に係る営業所以外の営業所で再下請契約を行う場合には、事業所整理記号等の欄を
「下請契約」と「再下請契約」の区分に分けて、各保険の事業所整理記号等を記載すること。

各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場
合（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未
加入」に○印を付けること。下請契約又は再下請契約に係る全ての営業所で各保険の適用が除
外される場合は「適用除外」に○を付けること。

健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載
すること。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載する
こと。

厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に係
る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。

一号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一
の二の表の特定技能一号の在留資格を決定された者。）が当該建設工事に従事する場合は
「有」、従事する予定がない場合は「無」を○で囲むこと。



様式－８(3)
《参　考》 年月日：

　【報告下請負業者】

<<自社に関する事項>>

自

至

元請名称
会 社 名

施工体制台帳　様式例-3

再　下　請　通　知　書

直近上位
注文者名

住　　所

代表者名

工事名称
及び

工事内容

工　期
年　　月　　日　 注文者との

契　約　日
年　　　月　　　日　

年　　月　　日　

雇用保険

健康保険
等の加入

状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険

建設業の
許　可

施工に必要な許可業種 許可番号 許可（更新）年月日

大臣　特定
第 号 年　　月　　日　

工事業 知事　一般

大臣　特定
第

厚生年金保険

雇用保険

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

号 年　　月　　日　
工事業 知事　一般

事業所
整理記号等

営業所の名称 健康保険

加入　　未加入
適用除外

担当工事内容

現場代理人名

※主任技術者名
専　任
非専任

雇用管理責任者名

監 督 員 名 安全衛生責任者名

権限及び
意見申出方法

安全衛生推進者名

有　　無
外国人技能実習生の
従事の状況（有無）

権限及び
意見申出方法

※専門技術者名

有　　無
一号特定技能外国人の
従事の状況（有無） 有　　無

外国人建設就労者の
従事の状況（有無）

資 格 内 容

資 格 内 容



様式－８(1)
《参　考》 年月日：

自

至

資格内容 資格内容

担　当
工事内容

担　当
工事内容

有　　無
外国人技能実習生の
従事の状況（有無）有　　無

外国人建設就労者の
従事の状況（有無）有　　無

一号特定技能外国人の
従事の状況（有無）

監理技術者名
主任技術者名

専任
非専任

（株）○○建設
　　　田中　次郎

資格内容 １級土木施工管理技士

専　門
技術者名

専　門
技術者名

監督員名
（株）○○建設
　　　　山田　太郎

権限及び意見
申出方法

下請負契約書記載のとおり
書面による

現　場
代理人名

（株）○○建設
　　　　山本　太郎

権限及び意見
申出方法

請負契約書第10条記載のとおり
書面による

下請契約 奈良本社 ○○－○○○　○○○ ○○－○○○　○○○ ○○○○○○○○○○○○○○

発注者の
監督員名

○○土木事務所
　　　　○○　○○

権限及び意見
申出方法

請負契約書第９条記載のとおり
書面による

健康保険
等の加入

状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

事業所
整理記号

等

区　分

契　約
営業所

区分 名　　　称 住　　　所

元請契約 奈良本社 奈良市○○町○○

下請契約 奈良本社 奈良市○○町○○

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

元請契約 奈良本社 ○○－○○○　○○○ ○○－○○○　○○○ ○○○○○○○○○○○○○○

工　期
平成３１年　４月　２日

契約日 平成３１年　４月　１日
令和　２年　３月１５日

号 年　　月　　日　
工事業 知事　一般

工事名称
及　び
工事内容

△△△△工事
工事延長　Ｌ＝200ｍ、現場打側溝　ｌ＝200ｍ、擁壁工　ｌ＝20ｍ

大臣　特定
第

建設業の
許　可

許可業種 許可番号

発注者名
及　び
住　所

〒○○○－○○○○　奈良市　○○町　○○
　　　　　　　　　　　　　　　0742-22-○○○○

許可（更新）年月日

土木 大臣　特定
第○○○○ 号 ○○年　○月　○日

平成31年4月2日
施工体制台帳　様式例-1

施　工　体　制　台　帳

[ 会 社 名 ] （株）　○　○　建　設

[事業所名] 奈良市登大路町　△△工事作業所

工事業 知事　一般



（記入要領）
1

2
3

4
①

②

③

④

⑤

5

6

7

8 次の①～③の書類を添付すること。（建設業法施行規則第１４条の２第２項）
①発注者と作成建設業者の請負契約及び作成建設業者と下請負人の下請契約に係る当初契約及
　び変更契約の契約書面の写し
②主任技術者又は監理技術者が主任技術者資格又は監理技術者資格を有する事を証する書面及
　び当該主任技術者又は監理技術者が作成建設業者に雇用期間を特に限定することなく雇用さ
　れている者であることを証する書面又はこれらの写し
③専門技術者をおく場合は、その者が主任技術者資格を有することを証する書面及びその者が
　作成建設業者に雇用期間を特に限定することなく雇用されている者であることを証する書面
　又はこれらの写し

雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合
は、本店の労働保険番号を記載すること。

外国人建設就労者の従事の状況について
出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の五の表の上欄の在留資格
を決定された者であって、国土交通大臣が定めるもの（以下「外国人建設就労者」という。）が建
設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

外国人技能実習生の従事の状況について
出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の技能実習の在留
資格を決定された者（以下「外国人技能実習生」という。）が当該建設工事に従事する場合は
「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工する
ために必要な主任技術者を記載する。(監理技術者が専門技術者としての資格を有する場合は専門
技術者を兼ねることができる。)

健康保険等の加入状況の記入要領は次の通り。
各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場
合（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未
加入」に○印を付けること。元請契約又は下請契約に係る全ての営業所で各保険の適用が除外
される場合は「適用除外」に○を付けること。

元請契約欄には元請契約に係る営業所について、下請契約欄には下請契約に係る営業所につい
て記載すること。なお、元請契約に係る営業所と下請契約に係る営業所が同一の場合には、下
請契約の欄に「同上」と記載すること。

健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載
すること。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載する
こと。

厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に係
る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。

一号特定技能外国人の従事の状況について
一号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二
の表の特定技能一号の在留資格を決定された者。）が当該建設工事に従事する場合は「有」、従事
する予定がない場合は「無」を○で囲むこと。

上記の記載事項が発注者との請負契約書や下請負契約書に記載ある場合は、その写しを添付するこ
とにより記載を省略することができる。

監理技術者又は主任技術者の配置状況について「専任・非専任」のいずれかに○印を付けること。



様式－８(2)
《参　考》

<<下請負人に関する事項>>

－ － )

自

至

資 格 内 容

担当工事内容

一号特定技能外国人の
従事の状況（有無） 有　　無

外国人建設就労者の
従事の状況（有無） 有　　無

外国人技能実習生の
従事の状況（有無） 有　　無

下請契約書記載のとおり
書面による 安全衛生推進者名 同　上

※主任技術者名
専任

非専任 大阪　四郎 雇用管理責任者名 京　都　　五　郎

資 格 内 容 １級土木施工管理技士 ※専門技術者名

○○○○○○○○○○○○○○

現場代理人名 中山　三郎 安全衛生責任者名 中　山　　三　郎

権限及び
意見申出方法

事業所
整理記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険
本社 ○○－○○○　○○○ ○○－○○○　○○○

建設業の
許　可

施工に必要な許可業種 許可番号 許可（更新）年月日

土木

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

年　　月　　日　
工事業 知事　一般

健康保険
等の加入

状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入
適用除外

工事業 知事　一般

大臣　特定
第 号

大臣　特定
第○○○○ 号 ○○年　○月　○日

工事名称
及び

工事内容

△△△△工事

　　現場打側溝　ｌ＝200ｍ

工　期
平成３１年　４月　９日

契約日 平成３１年　４月　８日
令和　２年　２月１０日

住　　所
電話番号

〒○○○－○○○○
　　大和郡山市　○○

（TEL ０７４３

施工体制台帳　様式例-2

会社名 △△建設（株） 代表者名 ○○　○○

１２ ○○○○



※［健康保険等の加入状況の記入要領］
1

2

3

4

5

※［一号特定技能外国人の従事の状況の記入要領］

※［外国人建設就労者の従事の状況の記入要領］

※［外国人技能実習生の従事の状況の記入要領］

雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合
は、本店の労働保険番号を記載すること。

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の五の表の上欄の在留
資格を決定された者であって、国土交通大臣が定めるもの（以下「外国人建設就労者」とい
う。）が建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付ける

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の技能実習の
在留資格を決定された者（以下「外国人技能実習生」という。）が当該建設工事に従事する場
合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

※ [主任技術者、専門技術者の記入要領]
1  　 主任技術者の配置状況について[専任・
    非専任]のいづれかに○印を付すること。
2    専門技術者には、土木・建築一式工事を施
    工の場合等でその工事に含まれる専門工事
    を施工するために必要な主任技術者を記載
    する。(一式工事の主任技術者が専門工事の
    主任技術者としての資格を有する場合は専
    門技術者を兼ねることができる。)
      複数の専門工事を施工するために複数の
    専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて
    全員を記載する。

3   主任技術者の資格内容(該当するものを選んで
    記入する)
    (1)経験年数による場合
      1)大学卒[指定学科]  3年以上の実務経験
      2)高校卒[指定学科]  5年以上の実務経験
      3)その他           10年以上の実務経験
    (2)資格等による場合
      1)建設業法「技術検定」
      2)建築士法「建築士試験」
      3)技術士法「技術士試験」
      4)電気工事士法「電気工事士試験」
      5)電気事業法「電気主任技術者国家試験等」
      6)消防法「消防設備士試験」
      7)職業能力開発促進法「技能検定」

下請契約に係る営業所以外の営業所で再下請契約を行う場合には、事業所整理記号等の欄を
「下請契約」と「再下請契約」の区分に分けて、各保険の事業所整理記号等を記載すること。

各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場
合（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未
加入」に○印を付けること。下請契約又は再下請契約に係る全ての営業所で各保険の適用が除
外される場合は「適用除外」に○を付けること。

健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載
すること。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載する
こと。

厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に係
る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。

一号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一
の二の表の特定技能一号の在留資格を決定された者。）が当該建設工事に従事する場合は
「有」、従事する予定がない場合は「無」を○で囲むこと。



様式－８(3)
《参　考》 年月日：

　【報告下請負業者】

<<自社に関する事項>>

自

至

有　　無
外国人技能実習生の
従事の状況（有無）

権限及び
意見申出方法

下請契約書記載のとおり
書面による ※専門技術者名

有　　無
一号特定技能外国人の
従事の状況（有無） 有　　無

外国人建設就労者の
従事の状況（有無）

大阪　四郎 資 格 内 容

資 格 内 容

監 督 員 名 中山　三郎 安全衛生責任者名 中　山　　三　郎

権限及び
意見申出方法

下請契約書記載のとおり
書面による 安全衛生推進者名 同　上

１級土木施工管理技士 担当工事内容

現場代理人名

※主任技術者名
専任

非専任

雇用管理責任者名 京　都　　五　郎中山　三郎

大臣　特定
第○○○○

厚生年金保険

雇用保険

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

号 ○○年　○月　○日
工事業 知事　一般

事業所
整理記号等

営業所の名称 健康保険

加入　　未加入
適用除外

健康保険
等の加入

状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険

建設業の
許　可

施工に必要な許可業種 許可番号 許可（更新）年月日

土木

大臣　特定
第 号 年　　月　　日　

工事業 知事　一般

雇用保険
本社 ○○－○○○　○○○ ○○－○○○　○○○ ○○○○○○○○○○○○○○

代表者名

工事名称
及び

工事内容

△△△△工事

　　現場打側溝　ｌ＝200ｍ

工　期
平成３１年　４月　９日 注文者との

契　約　日
平成３１年　４月　８日

令和　２年　２月１０日

○○　○○

元請名称 （株）　○　○　建　設
会 社 名

平成31年4月9日
施工体制台帳　様式例-3

再　下　請　通　知　書

直近上位
注文者名

住　　所

（株）　○　○　建　設

大和郡山市　○○

△△建設（株）



※［健康保険等の加入状況の記入要領］
1

2

3

4

5

※［一号特定技能外国人の従事の状況の記入要領］

※［外国人建設就労者の従事の状況の記入要領］

※［外国人技能実習生の従事の状況の記入要領］

※ [主任技術者、専門技術者の記入要領]
1  　 主任技術者の配置状況について[専任・
    非専任]のいづれかに○印を付すること。
2    専門技術者には、土木・建築一式工事を施
    工の場合等でその工事に含まれる専門工事
    を施工するために必要な主任技術者を記載
    する。(一式工事の主任技術者が専門工事の
    主任技術者としての資格を有する場合は専
    門技術者を兼ねることができる。)
      複数の専門工事を施工するために複数の
    専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて
    全員を記載する。

3   主任技術者の資格内容(該当するものを選んで
    記入する)
    (1)経験年数による場合
      1)大学卒[指定学科]  3年以上の実務経験
      2)高校卒[指定学科]  5年以上の実務経験
      3)その他           10年以上の実務経験
    (2)資格等による場合
      1)建設業法「技術検定」
      2)建築士法「建築士試験」
      3)技術士法「技術士試験」
      4)電気工事士法「電気工事士試験」
      5)電気事業法「電気主任技術者国家試験等」
      6)消防法「消防設備士試験」
      7)職業能力開発促進法「技能検定」

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の技能実習の
在留資格を決定された者（以下「外国人技能実習生」という。）が当該建設工事に従事する場
合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

下請契約に係る営業所以外の営業所で再下請契約を行う場合には、事業所整理記号等の欄を
「下請契約」と「再下請契約」の区分に分けて、各保険の事業所整理記号等を記載すること。

各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場
合（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未
加入」に○印を付けること。下請契約又は再下請契約に係る全ての営業所で各保険の適用が除
外される場合は「適用除外」に○を付けること。

健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載
すること。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載する
こと。

厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に係
る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。

雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合
は、本店の労働保険番号を記載すること。

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の五の表の上欄の在留
資格を決定された者であって、国土交通大臣が定めるもの（以下「外国人建設就労者」とい
う。）が建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付ける

一号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一
の二の表の特定技能一号の在留資格を決定された者。）が当該建設工事に従事する場合は
「有」、従事する予定がない場合は「無」を○で囲むこと。



様式－８(4)
《参　考》

<<再下請負関係>>
再下請業者及び再下請契約関係について次にとおり報告いたします。

－ － )

自

至

資 格 内 容

担当工事内容

一号特定技能外国人の
従事の状況（有無） 有　　無

外国人建設就労者の
従事の状況（有無） 有　　無

外国人技能実習生の
従事の状況（有無） 有　　無

下請契約書記載のとおり
書面による 安全衛生推進者名 同上

※主任技術者名
専　任
非専任

兵庫　六郎 雇用管理責任者名 滋賀　七郎

資 格 内 容 ２級建築施工管理技士 ※専門技術者名

○○○○○○○○○○○○○○

現場代理人名 兵庫　六郎 安全衛生責任者名 兵庫　六郎

権限及び
意見申出方法

事業所
整理記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険
本社 ○○－○○○　○○○ ○○－○○○　○○○

建設業の
許　可

施工に必要な許可業種 許可番号 許可（更新）年月日

鉄筋

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

年　　月　　日　
工事業 知事　一般

健康保険
等の加入

状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入
適用除外

工事業 知事　一般

大臣　特定
第 号

大臣　特定
第○○○○ 号 ○○年　○月　○日

工事名称
及び

工事内容

△△△△工事

　　　　鉄筋工

工　期
□年　□月　□日　

契約日 □年　　□月　　□日　
□年　□月　□日　

住　　所
電話番号

〒□□□－□□□□
　　大和高田市　□□

（TEL ０７４５

施工体制台帳　様式例-4

会社名 □□組 代表者名 □□　　□□

１２ ○○○○



※［健康保険等の加入状況の記入要領］
1

2

3

4

5

※［一号特定技能外国人の従事の状況の記入要領］

※［外国人建設就労者の従事の状況の記入要領］

※［外国人技能実習生の従事の状況の記入要領］
出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の技能実習の
在留資格を決定された者（以下「外国人技能実習生」という。）が当該建設工事に従事する場
合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合
は、本店の労働保険番号を記載すること。

一号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一
の二の表の特定技能一号の在留資格を決定された者。）が当該建設工事に従事する場合は
「有」、従事する予定がない場合は「無」を○で囲むこと。

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の五の表の上欄の在留
資格を決定された者であって、国土交通大臣が定めるもの（以下「外国人建設就労者」とい
う。）が建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付ける

※ [主任技術者、専門技術者の記入要領]
1  　 主任技術者の配置状況について[専任・
    非専任]のいづれかに○印を付すること。
2    専門技術者には、土木・建築一式工事を施
    工の場合等でその工事に含まれる専門工事
    を施工するために必要な主任技術者を記載
    する。(一式工事の主任技術者が専門工事の
    主任技術者としての資格を有する場合は専
    門技術者を兼ねることができる。)
      複数の専門工事を施工するために複数の
    専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて
    全員を記載する。

3   主任技術者の資格内容(該当するものを選んで
    記入する)
    (1)経験年数による場合
      1)大学卒[指定学科]  3年以上の実務経験
      2)高校卒[指定学科]  5年以上の実務経験
      3)その他           10年以上の実務経験
    (2)資格等による場合
      1)建設業法「技術検定」
      2)建築士法「建築士試験」
      3)技術士法「技術士試験」
      4)電気工事士法「電気工事士試験」
      5)電気事業法「電気主任技術者国家試験等」
      6)消防法「消防設備士試験」
      7)職業能力開発促進法「技能検定」

下請契約に係る営業所以外の営業所で再下請契約を行う場合には、事業所整理記号等の欄を
「下請契約」と「再下請契約」の区分に分けて、各保険の事業所整理記号等を記載すること。

各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場
合（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未
加入」に○印を付けること。下請契約又は再下請契約に係る全ての営業所で各保険の適用が除
外される場合は「適用除外」に○を付けること。

健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載
すること。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載する
こと。

厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に係
る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。
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※［健康保険等の加入状況の記入要領］
1

2

3

4

5

※［一号特定技能外国人の従事の状況の記入要領］

※［外国人建設就労者の従事の状況の記入要領］

※［外国人技能実習生の従事の状況の記入要領］
出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の技能実習の
在留資格を決定された者（以下「外国人技能実習生」という。）が当該建設工事に従事する場
合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

下請契約に係る営業所以外の営業所で再下請契約を行う場合には、事業所整理記号等の欄を
「下請契約」と「再下請契約」の区分に分けて、各保険の事業所整理記号等を記載すること。

各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場
合（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未
加入」に○印を付けること。下請契約又は再下請契約に係る全ての営業所で各保険の適用が除
外される場合は「適用除外」に○を付けること。

健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載
すること。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載する
こと。

厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に係
る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。

雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合
は、本店の労働保険番号を記載すること。

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の五の表の上欄の在留
資格を決定された者であって、国土交通大臣が定めるもの（以下「外国人建設就労者」とい
う。）が建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付ける

一号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一
の二の表の特定技能一号の在留資格を決定された者。）が当該建設工事に従事する場合は
「有」、従事する予定がない場合は「無」を○で囲むこと。

※ [主任技術者、専門技術者の記入要領]
1  　 主任技術者の配置状況について[専任・
    非専任]のいづれかに○印を付すること。
2    専門技術者には、土木・建築一式工事を施
    工の場合等でその工事に含まれる専門工事
    を施工するために必要な主任技術者を記載
    する。(一式工事の主任技術者が専門工事の
    主任技術者としての資格を有する場合は専
    門技術者を兼ねることができる。)
      複数の専門工事を施工するために複数の
    専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて
    全員を記載する。

3   主任技術者の資格内容(該当するものを選んで
    記入する)
    (1)経験年数による場合
      1)大学卒[指定学科]  3年以上の実務経験
      2)高校卒[指定学科]  5年以上の実務経験
      3)その他           10年以上の実務経験
    (2)資格等による場合
      1)建設業法「技術検定」
      2)建築士法「建築士試験」
      3)技術士法「技術士試験」
      4)電気工事士法「電気工事士試験」
      5)電気事業法「電気主任技術者国家試験等」
      6)消防法「消防設備士試験」
      7)職業能力開発促進法「技能検定」



様式－８(4)
《参　考》

<<再下請負関係>>
再下請業者及び再下請契約関係について次にとおり報告いたします。

－ － )

自

至

住　　所
電話番号

〒

（TEL

施工体制台帳　様式例-4

会社名 代表者名

工事名称
及び

工事内容

工　期
年　　月　　日　

契約日 年　　　月　　　日　
年　　月　　日　

大臣　特定
第 号 年　　月　　日　

雇用保険

加入　　未加入
適用除外

工事業 知事　一般

大臣　特定
第 号

建設業の
許　可

施工に必要な許可業種 許可番号 許可（更新）年月日

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

年　　月　　日　
工事業 知事　一般

健康保険
等の加入

状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険

資 格 内 容 ※専門技術者名

現場代理人名 安全衛生責任者名

権限及び
意見申出方法

事業所
整理記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

安全衛生推進者名

※主任技術者名
専　任
非専任

雇用管理責任者名

資 格 内 容

担当工事内容

一号特定技能外国人の
従事の状況（有無） 有　　無

外国人建設就労者の
従事の状況（有無） 有　　無

外国人技能実習生の
従事の状況（有無） 有　　無



※［健康保険等の加入状況の記入要領］
1

2

3

4

5

※［一号特定技能外国人の従事の状況の記入要領］

※［外国人建設就労者の従事の状況の記入要領］

※［外国人技能実習生の従事の状況の記入要領］
出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の技能実習の
在留資格を決定された者（以下「外国人技能実習生」という。）が当該建設工事に従事する場
合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合
は、本店の労働保険番号を記載すること。

一号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一
の二の表の特定技能一号の在留資格を決定された者。）が当該建設工事に従事する場合は
「有」、従事する予定がない場合は「無」を○で囲むこと。

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の五の表の上欄の在留
資格を決定された者であって、国土交通大臣が定めるもの（以下「外国人建設就労者」とい
う。）が建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付ける

※ [主任技術者、専門技術者の記入要領]
1  　 主任技術者の配置状況について[専任・
    非専任]のいづれかに○印を付すること。
2    専門技術者には、土木・建築一式工事を施
    工の場合等でその工事に含まれる専門工事
    を施工するために必要な主任技術者を記載
    する。(一式工事の主任技術者が専門工事の
    主任技術者としての資格を有する場合は専
    門技術者を兼ねることができる。)
      複数の専門工事を施工するために複数の
    専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて
    全員を記載する。

3   主任技術者の資格内容(該当するものを選んで
    記入する)
    (1)経験年数による場合
      1)大学卒[指定学科]  3年以上の実務経験
      2)高校卒[指定学科]  5年以上の実務経験
      3)その他           10年以上の実務経験
    (2)資格等による場合
      1)建設業法「技術検定」
      2)建築士法「建築士試験」
      3)技術士法「技術士試験」
      4)電気工事士法「電気工事士試験」
      5)電気事業法「電気主任技術者国家試験等」
      6)消防法「消防設備士試験」
      7)職業能力開発促進法「技能検定」

下請契約に係る営業所以外の営業所で再下請契約を行う場合には、事業所整理記号等の欄を
「下請契約」と「再下請契約」の区分に分けて、各保険の事業所整理記号等を記載すること。

各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場
合（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未
加入」に○印を付けること。下請契約又は再下請契約に係る全ての営業所で各保険の適用が除
外される場合は「適用除外」に○を付けること。

健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載
すること。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載する
こと。

厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に係
る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。
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